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ハラスメントは、
「起こさない、起こさせない、そして許さない」

被害者も加害者も出さない

労使で学ぶハラスメント相談窓口実践研修会の開催
メンタルヘルスの不調で休業・退職した労働者がいた事業所は9.2％

8月3日、北海道勤労文化会館とＷｅｂ併

用で「労使で学ぶハラスメント相談窓口実践

研修会」を開催しました。

講師の（一社）日本産業カウンセラー協会北

海道支部認定講師の立花純子さんから、「も

し、職場でハラスメントが起こったら、どの

ような対応をするでしょうか？」の問いかけ

から研修はスタートしました。

残念ながらコロナ禍でもあり、対面での実践的な研修は出来なかったものの、相談担当

者の役割・相談に応じる際の心構えについて、ハラスメント相談が起こったことを想定し

て、初期対応の留意点を理解し、相談者と向き合うためのスキル向上を目指すことを学び

ました。
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受講された２つの組織から同様の研修会をしたいとオファーをいただきました。

ウェルビーイングな職場を目指す輪が広まってきています。

全水道北海道地本水政策・労研集会で講演
「どのように相談にのったら良いのか、相談者の心構えも含めて」

全水道北海道地本は８月５日、旭川市

勤労者福祉会館で全道から組合員が集ま

り「水政策・労研集会」を開催しました。

この集会は職場で起こっている課題や

将来予想される問題を出し合い議論し、

認識を共有するということは自らの賃金

・労働条件はもとより、市民の生命（い

のち）を守る職場環境の維持改善への一

番の近道であると思うことで開催してい

ます。今回は、近年身近な問題であり、

対応や判断に苦慮する職場の「ハラスメ

ント・メンタルヘルス」について学びた

いと講演依頼をいただきました。

講師を務めた当センター齊藤勉事務局

長は、職場のハラスメント防止のために

出来ることを、実技を入れながら講演し

更にコミュニケーション豊かな健康職場

をつくる方法や、パワハラに対する取り

組みの副次的効果として ①会社への信

頼感が高まる ②職場のコミュニケーシ

ョンが活性化して風通しが良い企業風土

になる ③管理職の意識の変化による職

場環境が変わることなどについても触れ

ました。
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また、職場におけるハラスメントの現

状として、パワハラ・セクハラだけでは

なく、顧客等からの著しい迷惑行為であ

るカスタマーハラスメントについても触

れました。心理的負荷につながるカスタ

マーハラスメントは労災認定請求基準の

改正を検討されるほど、深刻な職場の課

題です。決して、社員一人に抱え込ませ

ず、組織的な対応と各職場での取り組み

が急がれるとを話しました。講演はマジ

ックも入れながら終始和やかな雰囲気で

進められ、数多くの質問もあり関心の高

さがうかがえました。

◆初となる「カスタマーハラスメント」研修も！

9月には全水道札幌水道労働組合で、当センター初となる

「カスタマーハラスメント」の研修をすることになりました。

＊カスタマーハラスメント対応のヒント

そもそも顧客等からのクレームや苦情は、商品や接客態度や

サービス等に対して不平・不満を訴える物で、全てが「悪」ではなく、その訴えの中には

業務の改善や新商品の開発につながるヒントも含まれる場合もあります。しかし、法律に

抵触する犯罪や違法行為も増えており、働く人の精神的ストレスを増大させるとともに通

常の業務に支障が出ており、事業主として働く人を守る対策は急務となっています。

カスタマーハラスメントを想定した事前の準備として、①事業主の基本方針・基本姿勢

の明確化、従業員への周知・啓発、②従業員（被害者）のための相談対応体制の整備、③

対応方法、手順の策定、④社内対応ルールの従業員等への教育・研修があげられています。
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９月１０日は世界自殺予防デー
働く人の電話相談・SNS相談

コロナで自殺増８千人 ２０代女性最多 経済、孤独影響か

２０２０年３月から今年の６月にかけ、新型コロナウイルス感染症が流行した影響に

より国内で増加した自殺者は約８千人に上るとの試算を東京大などのチームが１７

日までにまとめた。最多は２０代女性で、１９歳以下の女性も比較的多かった。チー

ムの仲田泰祐・東大准教授（経済学）は「男性より非正規雇用が多い女性は経済的影

響を受けやすく、若者の方が行動制限などで孤独に追い込まれている可能性がある」

としている。（引用：北海道新聞８月１７日）

世界自殺予防デー（9月10日）「働く人の電話相談室」の実施について
～ひとりで抱え込まないで 相談することで心がふっと軽くなります ～

ＷＨＯ（世界保健機関）が2003年に制定した「世

界自殺予防デー（9月10日）」に合わせて、今年も一

般社団法人日本産業カウンセラー協会が「働く人の電

話相談室」を全国一斉に実施します。

この「働く人の電話相談室」は、自殺予防のみなら

ず、様々な悩みを抱える労働者やその家族、ご遺族が

孤立せずに、必要な支援につながるように日本産業カ

ウンセラー協会のカウンセラーが、電話やＳＮＳにて

無料カウンセリングを実施するものです。

連合や当センターは、この「働く人の電話相談室」

の広報活動に協力しております。

無料カウンセリングを実施致しますので、気軽に

ご相談ください。


